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日本 ERI 株式会社 



天空率審査に必要な図書提出のお願い

                                 日本ＥＲＩ株式会社 

 建築基準法第 56 条第 7 項（天空率）の審査については、規則により添付する図書だけでは適否の判断が   

困難なため、規則に定める図書の他に必要に応じて下記の図書（一部又は全部）の提出をお願いしています。 

 添付図書 明示すべき事項 

規
則
に
定
め
ら
れ
た
図
書 

高さ制限適合建築物 

の配置図 

 

 

計画建築物の配置図、或い

は、道路、隣地斜線など併

せて作成可だが、見にくさ

を避けるため、おのおの別

図として提出して下さい。 

1. 縮尺、方位、敷地境界線 

2. 擁壁の位置 

3. 土地の高低 

4. 敷地内における高さ制限適合建築物の位置 

5. 高さ制限適合建築物の各部分の高さ 

6. 敷地の接する道路の位置、幅員（道路高さの制限の場合） 

7. 高低差区分区域の境界線（隣地高さ制限、北側高さ制限の場合） 

8. 天空率の算定位置（測定点） 

9. 計画建築物及び高さ制限適合建築物の測定点ごとに算定した天空率 

（天空率の有効数字は、％表示で小数点以下 2位まで 以下同じ） 

 

計画建築物の配置図 上欄 1～8 同等事項の明示 

正射影天空図 

（半径任意） 

1. 高さ制限適合建築物の各測定点ごとの天空図 

2. 計画建築物の各測定点ごとの天空図     （小さすぎないこと） 

天空率算定求積図 

（半径 10 ㎝） 

高さ制限適合建築物 

計 画 建 築 物 

1. 上記天空率の差が小さい（接近している）測定点複数ヶ所の天空図 

2. 三斜面積計算 

＊三斜求積の分割角度は 10°程度とする 

＊三斜求積にあたっては、計画建築物は内接（安全側） 

 高さ制限適合建築物は外接（大きめ） 

3. ソフトウェア計算による天空率と三斜計算求積による天空率の比較 

提

出

を

お

願

い

す

る

図

書 

建築物位置確認表 

高さ制限適合建築物 

計 画 建 築 物 

上欄 1記載の測定点による 
（ｒ＝半径）

測定点 指定点 建築物の高さ 測定点までの距離 仰角 方位角 ｒ×cosh

（1）   

（2）   № 

（3）   

（1）   

（2）   № 

（3）   

  

  
 

   

参
考 

ソフト作成データの提出
（必要と判断したとき）

制限適合建築物、計画建築物の各部分の形状、高さのデータの判断できるもの 

 



■ 天空率利用の確認申請について 

法56条第7項の特例による高さ制限の不適用を選択した場合の確認申請書の提出に際して

の注意点、天空率の審査方法などについては以下の通りです 

 

○ 確認申請書の添付図書   
   

法に定められた確認申請書に添付する図書（天空率に関する図面） 

 

建築基準法施行規則 第 1 条の 3 

（と）項  令第 135条の 6第 1項第１号 に規定する道路高さ制限適合建築物（以下「道
路高さ制限適合建築物」という。）の配置図 

 → 縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における道路高さ制限適合建築物の位置、擁壁の

位置、土地の高低、道路高さ制限適合建築物の各部分の高さ、敷地の接する道路の位置

及び幅員、令第 135 条の 9 の規定により定める位置並びに申請に係る建築物及び道路
高さ制限適合建築物について当該位置ごとに算定した天空率（令第 135条の 5に規定す
るものをいう。以下同じ。） 

 
（ち）項  令第 135条の 7第 1項第 1号 に規定する隣地高さ制限適合建築物（以下「隣

地高さ制限適合建築物」という。）の配置図 
→ 縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における隣地高さ制限適合建築物の位置、擁壁の

位置、土地の高低、令第 135条の 7第 3項 に規定する高低差区分区域（以下「高低差
区分区域」という。）の境界線、隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ、敷地の接す

る道路の位置、令第 135条の 10 の規定により定める位置並びに申請に係る建築物及び
隣地高さ制限適合建築物について当該位置ごとに算定した天空率 
 

（り）項  令第 135条の 8第 1項 に規定する北側高さ制限適合建築物（以下「北側高
さ制限適合建築物」という。）の配置図 

 → 縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における北側高さ制限適合建築物の位置、擁壁の

位置、土地の高低、高低差区分区域の境界線、北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ、

敷地の接する道路の位置、令第 135条の 11 の規定により定める位置並びに申請に係る
建築物及び北側高さ制限適合建築物について当該位置ごとに算定した天空率 

 
その他の添付図書 

  天空率の審査を的確に行なうため、当社では規則で定められている図書の他にケース

に応じて別途追加資料や図面の提出をお願いしています（提出資料一覧参照） 
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○ 天空率検討の手順（例）と申請の際のポイント 

    

① 道路斜線、隣地斜線、北側斜線のどれを天空率にて検討するかを特定する 

   複数の道路境界線が存在する場合は、一方のみを天空率にて検討することはできない

（隣地、北側も同様） 

② 敷地条件 道路条件 地盤面などの確定 検討 

   道路 高低差 各境界線における天空率の考え方をまとめる 

③ 天空率算定の区域区分の検討 

   斜線勾配、用途地域、道路形状により区分して別々に検討する 

   高さ制限適合建築物の形状も検討する 

④ 測定点の配置（天空率算定位置の確認と間隔） 

道路斜線→敷地の前面道路に面する部分の両端から最も近い前面道路の反対側の 

        境界線上の点 

        前面道路の幅員の 1/2 以内の均等間隔の点全て 

   隣地斜線→斜線制限勾配 1.25 倍の区域   境界線より 16ｍ外側のライン 

              2.5 倍の区域     境界線より 12.4ｍ外側のライン 

        斜線制限勾配 1.25 倍の区域   8ｍ以内の均等間隔の点全て 

              2.5 倍の区域     6.2ｍ以内の均等間隔の点全て 

   北側斜線→1低層 2 低層の区域  敷地の境界線より 4ｍ真北方向の外側の位置 

        1 中高 2 中高の区域  敷地の境界線より 8ｍ真北方向の外側の位置 

        1 低層 2 低層の区域  1ｍ以内の均等間隔の点全て 

        1 中高 2 中高の区域  2ｍ以内の均等間隔の点全て 

⑤ 高さ制限適合建築物の設定 

(ア) 高さ制限適合建築物の設定は比較の基礎となるため重要 

(イ) 高さ制限適合建築物が正しくないと天空率の検討は意味をなさない 

(ウ) 道路斜線と隣地斜線では、後退距離（セットバック）の考え方に注意する 

(エ) 斜線勾配が異なる 2 以上の区域にわたる場合は、区域を分けて天空率を算定      

するため高さ制限適合建築物も区域に合わせて考える 

⑥ 計画建築物と地盤面の設定 

(ア) 高さ制限適合建築物と同じ地盤面にて検討する 

(イ) 道路レベルと敷地レベル、計画建築物の高さの関係を正しく設定 

(ウ) 高さ制限適合建築物と同じエリアで考える 

(エ) 計画建築物の場合は階段室なども忠実に反映させる 

⑦ 天空率算定用の配置図等の確認（高さ制限適合建築物と計画建築物） 

(ア) 測定点位置や地盤や建築物の高さ情報などの必要情報が記載されているか 

(イ) 建築物の部分を分けて検討する必要のあるものは、建築物の部分ごとに検討

していることが判断できる配置図であるか 

(ウ) 通常の配置図、平面図及び立面図等で記載されている建築物の情報と天空率

算定用の配置図情報に不一致がないか 

(エ) 設計者の天空率の考え方が正確に図面に反映されているか 
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○ 天空率の審査について 
 
  天空率の審査については、敷地形状や道路形状の特殊性の有無、斜線適合建築物の形状の

適否などにより、規則に定められた提出図書と提出をお願いする図書（図面等）を含めて、

当社では下記のような基準を適宜判断して審査しています。 
    
  審査のポイント 

・ 当該計画に対する天空率の考え方が正しいか 
・ 正しい天空率の数字を出すための条件が整えられているか 
・ 決められたポイントでの天空率の比較ができているか 
・ 図面や資料などできちんと示されているか 

 
 (1) 主な審査項目 

① 高さ制限適合建築物、計画建築物の形状（作図方法）が適正であることの確認 
   ② 天空率の算定位置（測定点）が法に定める位置に正しく置かれていることの確認 

② すべての測定点において計画建築物の天空率が高さ制限適合建築物の天空率を上回

っていることの確認 
 (2) 天空率の表示方法 

① 天空率の表示有効数字は、小数点以下 4位（％表示では小数点以下 2位）まで。 

 (3) 天空図及び天空率の確認 

① 法 56 条 7 項に規定する「同程度以上の採光、通風等が当該位置において確保される

こと」について（天空率の比較⇒差分）は、パソコンの処理過程における計算誤差

や高さ制限適合建築物や計画建築物の形状などを考慮して、ある一定以上の余裕を

もたせる。 

② ソフトウェアで算出される高さ制限適合建築物と計画建築物の天空率が最も接近し

ている複数の算定位置において、次の資料等により天空図及び天空率を確認する。 

（サンプル図面資料を参照） 

ア.半径 10cm の天空図 

      イ.天空率算定求積図 

         正射影の長さを建築物の高さ（＝仰角）より求めて、三斜求積図等により

求積し、天空率を求める。 

三斜求積にあたっては、次図のように計画建築物の天空率は小さく（安全

側）なるように内接させ、適合建築物の三斜求積では天空率が大きめに出る

ように外接させること。                    

三斜求積の分割角度は、10°程度とする。 

ウ.建物位置確認表 
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三斜求積による天空率の算出 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正射影図建物位置確認表例 

 

    配置図の表示   天空図の表示 測定点 

 

指定点 

建築物の高さ 測定点までの距離 仰角 方位角 ｒ×cosｈ

 Ａ      

 Ｂ      

 

No.001 

 Ｃ      

     

■ 天空率の現状と確認申請に際して 

・ 天空率に関連し書籍や講習会資料などの多くでは天空率の基本事項をわかりやすく

説明するために、比較的単純な道路形状や敷地形状で図示されています。 
・ そのため矩形の敷地形状や直線形状で単純に接道している場合以外は、高さ制限

適合建築物の形状や天空率算定の区域区分設定の考え方などを基本に設計者が判

断することが必要になります。 
・ 従来の斜線制限で安全側として検討していた又は検討を省略していた項目でも、

天空率で検討する際には正しく検討する必要があります 
・ 特定行政庁の取扱いも明確でない部分が多く、複雑な敷地形状の場合は予め審査

機関（指定確認検査機関や特定行政庁）へ確認や相談が必要です。 
・ 審査機関への具体的な相談の準備 

※ 設計者の立場としての当該計画での天空率考えをまとめる 
※ 敷地条件や簡単に図面化した資料を用意する 
※ 必要に応じて、計画されている建築物で実際に天空率を検討し大体の状況を

把握してみる 

申請 4 



■ ソフトウェアの利用による天空率検討について 
  ○ 天空率とソフトウェア 

① 天空率の検討の際には通常コンピュータソフトウェアを利用している 
  ・天空率ソフトの多くは日影計算ソフトの機能追加に考えられているが、設計者（使

用者）は利用に際して考え方を日影と混同しないようにする 
・ソフトウェアが処理計算する部分（例えば天空図を作成したり、天空率を計算す

ること）とソフトウェアに設計者が指示する部分（例えば建物データの入力作成）

との違いを区別して使う 
② 正しい天空率の数値算定のために 

・誤った結果を導かないように正しくソフトウェアを使う 
 （誤入力でも結果がでる ソフトはなかなか間違いを指摘してくれない） 
・データは可能な限り設計者自身が適正かを確認の上作成する 

③ 入力条件を確認すべき項目の例（ソフトウェアの機能により異なる） 
・敷地、道路の形状や寸法幅員 地盤レベルの設定 
・適合建築物、計画建築物の形状 絶対高さと地盤レベルの関連 
・斜線勾配 セットバック距離 斜線適用距離 敷地区分 測定点位置 他 

④ 計算結果のまとめ 
・ソフトウェアの計算結果は必要に応じ、CAD利用などで効率的にまとめる 
・天空率用配置図を中心に、天空率数値、比較表、天空図、三斜求積図などを適宜

そろえる 
・ 申請図書としてまとめることで設計者自身も結果の再確認をする 
 

  ○ ソフトウェアは大きく二つの種類 

① 敷地条件などを入力、設定することにより高さ制限適合建築物、測定点などを自

動作成するタイプ 

→ 一部の作業が省略され作業時間が短い。シミュレーションなどに適している。 

  設計者の意図とソフトの自動作成の結果との不整合生じる場合がある。 

② 設計者が、基本的な事項を都度設定入力するタイプ 

→ 基本的には設計者の意図通りにデータが作成される。審査側の要求に合わせ

やすい。一般的に作業時間がかかる。データは全て作成しなければならない。 

   

  ○ ソフトウェアの選択と利用の際の注意とお願い 

① 一般的に利用されているソフトウェアであれば、どれを利用しても構わない 

② ソフト毎に、機能の違いやできることに制限や限界があることを認識する 

③ 複雑な敷地形態、算定位置の設定などで、審査側の要望にソフトが対応できない場

合のサポート体制の確認（市販のメーカー製の場合） 

④ 入力した建物が三次元形状にて確認できるものは、入力情報を確認するものとして

は予備資料として利用する 

⑤ ソフトウェアで算出される結果は設計者責任において内容を確認する 
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